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まえがき
　各地方自治体の研究機関独自ならびに支部での自主
的な酸性雨調査研究の成果を踏まえ，全公研では平成
3年4月から平成6年3月まで，全国およそ150地点で
第1次酸性雨調査を行った。これは環境庁の支援をも
とに各自治体の担当行政機関の協力を得て成しえたも
のである。その結果は環境庁国設局でのモニタリング
結果を補完するだけでなく，初めて日本全体の酸性雨
の実像を浮き彫りにした。この中で日本海側の冬季沈
着量に特徴があったこともあり，平成7年度から新た
な第2次調査を開始し，より日本の酸性沈着の実像を
明らかし，日本の酸性雨現象の機構解明と生態系影響
調査との接点を探る基礎データを得ようとしている。
　全公研に所属する酸性雨研究者は，頬を伝って流れ
落ちる大粒の雨と長靴の底を伝わって感じてきた冷た
い雪の感触を大切にし，人里離れた森林の奥で見てき
た樹木衰退の実態，環境／公害行政の末端の担い手と
しての酸性雨原因物質の監視，そして長年実験室で
培ってきた分析技術と解析能力を武器として，日本の
酸性雨の現状をもっともよく理解している集団の一っ
であると自負している。今後も現場からの酸性雨調査
研究を通して汚染から私たちの環境を守りたい。
1．全公研での酸性雨調査開始の経過
　1・1準備，開始そして新たな一歩
　本調査は全公研での平成元年末の一っの提案から始
まった。その後，3年間の第1次調査に引き続き，平成
7年度からの第2次調査が開始されている（表1）。
　1・2　準備時点での酸性雨の現状認識
　酸性雨現象はオゾン層破壊や地球温暖化とともに，
地球規模の環境問題の典型的な例である。しかし，酸
性雨は他の2者と異なる点が2っある。1っは，すで
に欧米では生態系の破壊という被害が認められている
ことであり，他の1っは，地域汚染の影響も受けるこ
とである。特に後者については，わずか数km離れた
地点間でも降水pHが大きく異なる事例が見られる。
これは大気汚染物質の洗浄においてwashoutの寄与
が大きい場合に起きることである。ここに酸性雨の複
雑さがあり，同時に日本でも面積の割には多地点で常
時監視する必要のある根拠ともなっている。
　日本の調査では初期降水の濃度把握が中心であった
が，欧米での生態系破壊の実態が明らかにされるにっ
’れ，大気から土壌・水域への汚染物質の沈着量による
評価へと移りつつあった。一方，関東地方でのスギ枯
れは酸性雨による被害ではないかとの指摘もあった。
スギ枯れが広範囲に，しかも種々の土壌で起きている
ことは欧米での酸性雨による森林衰退と共通している
点がある。しかし，日本では被害と沈着量との関係の
解明は，やっと研究の緒についたばかりであった。
　1・3　当時までの環境庁調査
　昭和50年頃に関東地方で酸性雨による被害が出たた
め，環境庁は汚染状況の把握の目的で，関東1都6県
に委託し湿性大気汚染調査と銘打った酸性雨調査を開
始した。本調査はきわめて先駆的なものであったが，
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表1　全公研酸性雨共同調査の経過
［平成元年度］……一一一一一一一一一一…一一…’……’一…一一’一一一一一一一’一’
年月日
　全公研・調査部会（部会長：兵庫・小林所
長）から，「酸性雨全国共同調査」実施の提案が
なされた。
　環境庁から酸性雨調査研究にっいて全公研
に対し協力依頼がなされた。
項目・内容
11月
2月
［平成2年度］…一一一一一一一一一一一一一一一…一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
4月24日
5月
6月15日
6月19日
7月17日
10月30日
10月30日
12月25日
12月26日
1月
1月21日
2月22日
3月
　全公研理事会で共同調査実施が決定され，
部会，WGの設置が決められた。
　部会員とWGのメンバーが選出された。部
会長：兵庫・小林所長。
　第1回部会・WG合同会議（以下，合同会議
とする）が神戸で開催され，部会の運営方法と
活動内容にっいて協議した。
　全公研常任理事会で，環境庁・全国酸性雨
対策会議の開催と調査研究の取組みの報告。
　全公研会長名で，全公研会員機関長に，全公
研酸性雨研究調査の協力依頼文が出された。
　第1回全国酸性雨調査連絡会議が金沢で開
催され，酸性雨モニタリングに関し，環境庁か
ら地方自治体への協力要請がなされ，全公研
からも全国調査に取組む方針が示され，相互
の連携，相互協力を計ることが確認された。
　第2回合同会議が金沢で開催され，全国調査
の形態を検討した。事前調査の結果から，63機
関中53機関が通年調査を行っており，ろ過式
が主体であることが明確になった。
　全公研会長と同酸性雨部会長名で，各自治
体の行政機関に対して，文書で酸性雨全国調
査に関する協力依頼を行った。
　全公研会員機関長に「酸性雨全国調査に関
するアンケート」を発送した。
　アンケート集計。全国で200ケ所程度の測定
点の設置が可能であることが明かとなった。
　全公研として，環境庁に酸性雨試料でのク
ロスチェックの実施を要請した。環境庁とし
て，平成3年度の「統一精度管理調査」の中で実
施する方向での検討が開始された。
　第3回合同会議が東京で開催され，平成3年
度の共同調査実施案の概要が決定された。
　平成3年度の共同調査実施を各機関に連絡。
［平成3年度］一一一一一…一一一一一一一一一一一…一一一一一一一一一一’………
4月1日　　平成3年度の共同調査を開始。
4月　　　小林部会長の全公研会長就任に伴い，千
　　　　葉・小関所長が部会長に就任。
　　　　　環境庁との第10回懇談会で，全公研から酸
　　　　性雨調査等に関する要望を述べる。
　　　　　「統一精度管理調査」の検討員として，小林
　　　　全公研会長が参加。今年度は酸性雨試料使用。
　　　　　第2回全国酸性雨調査連絡会議が北九州で
　　　　開催され，全公研の取組みを報告。
　　　　　第4回合同会議を北九州で開催。平成3年度
　　　　調査の中間報告。
　　　　　平成4年度の調査継続を決定。どの程度の期
　　　　間調査を継続するかのアンケートをとる。
　　　　　第5回合同会議を東京で開催。平成3年度調
　　　　査の取りまとめ等を行う。調査期間は3年間。
2月27～　　国環研で地公研との交流シンポジウム開催
　28日酸性雨を一っのテーマとして取上げ多数発表
［平成4年度］一一一……一一一…一一…一一一一一…一一一・一一一一一一一…一一一……一・一一…
4月
5月
11月30日
11月30日
3月3日
　千葉・金子所長が部会長に就任。
　クロスチェックは本年度から，「酸性雨測定
分析精度管理調査」として実施することにな
る。検討員として全公研から3名参加する。
　第3回全国酸性雨調査連絡会議が大阪で開
催され，全公研の取組みを報告。
　第6回合同会議を大阪で開催。
　第7回合同会議を東京で開催。平成3年度の
報告書，平成4年度の取りまとめ，平成5年度の’
調査方向を検討する。
［平成5年度］……一…一一一一…一一一一一一・一一一一一一一…一……・’一一一一一一一一一一一一一
6月
12月16日
12月16日
3月2日
　平成3年度の報告書作成。
　第4回全国酸性雨調査連絡会議が千葉で開
催され，全公研の取組みを報告。
　第8回合同会議を大阪で開催。平成4年度の
取りまとめ方向の検討。平成6年度は現地調査
は行わず，解析に集中することを決定。
　第9回合同会議を東京で開催。平成4年度の
報告書の検討。
［平成6年度］一…一一一一一一一一一一一一…一一一一一一一一一一一一一一
6月
7月6日
11月15日
11月15日
2月28日
3月21日
　全公研会誌，No2に平成4年度の報告書掲載。
　第10回合同会議を大阪で開催。平成4年度の
報告書と3年間のまとめ（第1次調査）の検討。
　第5回全国酸性雨調査連絡会議が盛岡で開
催され，全公研の取組みを報告。
　第10回合同会議を盛岡で開催。3年間の総合
解析案と第2次調査の検討。
　第11回合同会議を東京で開催。総合解析の
進捗状況の確認と第2次調査内容の検討。
　第12回合同会議を東京で開催。第2次調査案
確定。
［平成7年度コー一一一一一一一一…一・一一一一一一一一一一一一一一一一・一一一一一一一…
4月
4月
6月19日
6月
7月19日
11月2日
2月
3月5日
新潟・上村所長が部会長に就任。
第2次調査実施要領発送
第2次調査開始
全公研会誌，No2に第1次調査の報告書掲載。
環境庁記者クラブで第1次調査の結果の概
要をプレス発表。
　第13回合同会議を東京で開催。第1次調査の
評価。第2次調査の確認。
　第1次調査解析結果の論文化を確認。
　第13回合同会議を東京で開催。平成7年度調
査報告と平成8年度調査実施要領の確定。
［平成8年度］一…一一一一一一…一一…一……一…一一・一…rr－一’一
8月
9月26日
9月27日
12月
第1次調査の最初の論文が日化誌に掲載。
第6回全国酸性雨調査連絡会議，大阪開催。
第14回合同会議を大阪で開催。
全公研会誌に第2次調査の報告書掲載
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次の弱点を持っていた。それは初期降水のデータが重
視されすぎ1降水全体のデータがやや軽視されたこと
と，梅雨期の調査に限定されていたことである。
　昭和58年になって環境庁は5ヵ年計画で北海道から
九州まで，主に14ヵ所で第1次調査を開始した。これ
は日本で初めての広域的かっ通年の調査であり，実質
的には酸性雨測定網とも言える内容を持っていた。こ
の調査が終了するとともに，昭和63年からは国設大気
測定所23局での自動測定に切り変えられた。さらに平
成2年からは，離島6局での常時監視も追加された。
環境庁では水域，土壌植生への酸性雨の影響，酸性雨
のシミュレーションモデルの作成にも着手していた。
　1・4　全公研支部での共同調査の成果と課題
　日本の酸性雨被害は，関東で人体被害という形でき
わめてドラマチックに登場した。広域的には，昭和48
年に静岡県と山梨県でも同様の事件が発生するととも
に，昭和49年には3万人以上の被害届が出された。被
害は主に目や皮膚の痛みと刺激であった。それ以外に
野菜などへの植物被害も報告されている。
　このため，前述のように環境庁が関東1都6県に調
査を委託した。本調査終了後も，このグループは周辺
の自治体の協力を得ながら，自主的に酸性雨調査を継
続し多くの有益な成果を得てきた。この共同調査は2
つの波及効果をもたらした。1っはグループ内の各県
独自の調査研究の質を高めたことであり，他の1っは
他のブロックでの共同調査を誘発したことであった。
　この過程で全国的な共同調査の必要性が指摘される
ようになった。具体的には調査期間と調査法の統一，
調査地点の調整ならびに全国規模でのデータ解析が必
要とされた。各ブロック間の調査手法の差異を解消す
るには全国規模の共同調査を実施することがもっとも
有効である。全国共同調査の利点は次の点にある。
の測定地点のみでは十分な数と言えず，測定のための
立地条件と適正配置の点で問題があった。このことか
ら，それを補完する測定地点が必要であった。一方，
全公研調査はろ過式が主流であり，精度的には劣る調
査である。しかし，150地点もの数がある。採取にして
も，分析にしても熟練された多くの研究者がいる。そ
の多くは国設局での分析担当者でもある。
　このことから，この両者のデータのドッキングは双
方にとってきわめて有益である。環境庁モニタリング
にとっては欠けている地点のデータの補完ができる。
全公研調査にとっては，データの精度の向上が図られ
信頼性が高められる。そのための前提条件が全公研調
査をブロック毎から全国調査に速やかに脱皮すること
であった。そのなかで，計画立案とデータ解析のため
に，担当者が年に1度は一堂に会する必要がある。こ
れらのための環境庁の物心両面の援助は不可欠であ
旦，この時点で実現したことは次の4点であった。
　1）全公研調査の開始にあたって，各自治体の行
政担当部署に酸性雨データ提供の便宜を図ってい
ただくための文書を出す。
　2）毎年，各自治体の研究者と行政担当者を集め
た全国酸性雨調査連絡会議を開催する（大気汚染
学会の開催地等で）。
　3）全公研解析グループが行う年数回の解析の
ための会議開催に便宜をはらう。
　4）データの質的向上を図るため，酸性雨標準試
料の作成に努力しその共通試料によるクロス
チェックを行う。
　1）各県やブロック毎の酸性雨調査を全国統一
基準で行うことで，各県，ブロック毎の汚染レベ
ルがわかる。また，測定精度も向上する。
　2）広域的汚染機構の解明が行いやすくなる。
　3）限られた調査研究費で効率的な調査・解析
ができる。
　4）ブロック間のジbイント調査・研究が行い
やすくなる。
　1・5酸性雨調査での全公研と環境庁との関係
　環境庁での酸性雨モニタリングは第1次と第2次調
査で手法が異なった。沈着量を求めるためには採取し
た降水の迅速な化学分析が必要である。さらに23地点
　1・6共同調査を行うための組織体制の確立
　全国調査実施には，準備する機関の設置と優秀な研
究者グループの形成が必要である。そのため全公研に
酸性雨調査研究部会が設置されることになり，本部会
が調査の計画を立案するとともに，環境庁などに対す
る対外的な折衝の窓口ともなった。この下に主に解析
を担当するワーキンググループ（WG）が設置された。
　一方，酸性雨調査を実際に担う研究者グループの形
成も重要である。各研究機関には有能でかつ熟練した
多数の研究者が在籍している。しかし，欧米での研究
の実態から考えると，日本では課題の大きさに比べ酸
性雨研究者の絶対数は少なく，それが日本の研究者の
質をも規定している。国の研究機関や大学での実情を
考えると，地方自治体の研究者が分担している役割は
きわめて大きく，将来的にも充実される必要がある。
　そのことは次の2点に関連している。1っは調査手
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法の確立である。今，準備されている共同調査は，す
べて確立された手法で行われるものではない。現時点
での最良の方法で実施されるが，それは，たえず成果
を検証し，新たな研究を積み重ねっつ，さらに科学的
に厳密な方法，より環境中で起きている現状を的確に
説明しうる方法に置き代えられねばならない。それは
現場からの発想に基づくことが必要である。そして可
能なかぎり長期間継続する必要がある。そのために
は，トレーニングを積んだ熟練した研究者を養成する
ことは当然として，それ以上にその研究者がさらに自
ら酸性雨研究を企画し測定法，機構解明，シミュレー
ション，影響調査などに携わる必要がある。
　いま1つは，酸性雨問題の中には，NO。などによる
地域汚染の影響も含まれること，酸性雨の影響は各地
である程度個別固有の形態として現れることである。
このことは，とりわけ自治体の研究者の役割を大きく
している。そして，とりもなおさず各自治体で要請さ
れている行政ニーズに答えるものとなる。自治体の研
究者は，それぞれ固有の酸性雨調査研究のフィールド
を持っている強みがあるし，その具体的な研究成果か
ら日本の酸性雨問題解決の突破口は開かれる。
　酸性雨共同調査は，その内容の点からも，規模の点
からも，全公研傘下の研究機関の調査研究体制と潜在
能力に合致している。その意味で全公研の力を最大限
発揮できる課題は酸性雨問題であろう。
　「酸性雨の基本的問題はもちろん，NO。による
酸性化，酸性霧スギやモミ枯れ，コンクリート
ッララなど，すべての問題の内に秘あられている
真実は，今，地方自治体の研究者により解き明か
されようとしている」という高い理想と強い決意
のもとに，全国調査は平成3年4月に船出した。
2．第1次調査の成果の概要
　2・1調査目的
　全国規模で酸性沈着の月間沈着量，季節変化や年間
沈着量を調査し，広域的に酸性雨の実態を把握すると
ともに，地域的な特徴の把握，大気汚染物質の長距離
移流による沈着物への影響などを解析した。
　2・2調査方法
（1）調査期間と採取周期
　調査期間：平成3年4月～平成6年3月
　採取周期：2週間（または1週間）
（2）調査地点
　調査地点は各自治体とも工業・都市域と清浄地域に
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各1地点以上設定した。調査地点の合計は次の通り。
年度　　　全地点数　　清浄地域数
3年度
4年度
5年度
155
140
140
35
31
31
（3）採取装置
常時解放型のろ過式採取装置を使用。ろ紙はセル
ロースメンブラン（0．8μm，47mmφ）
（4）測定項目
　　　　　降水量，pH，導電率（EC）
陰イオン　　SO42－，　NO3－，　Cr
陽イオン　　Na＋，　NH，＋，　K＋，　Ca2＋，　Mg2＋
　2・3調査結果のまとめ
　全国の酸性雨の状況は次の通りであった。詳細は本
誌，20（2），58～130（1995）に記載している。
　1）全国各地で低いpHの降水が観測され，全地点の
pH平均値は4．7であった。　pH分布の平均では北海道
や北陸の一部にやや値の低い地域が見られた。
　2）主な成分の沈着量は3年間ほぼ同程度であり，環
境庁の第1次ならびに第2次調査と似た値である。
　3）年間H＋沈着量は九州，四国，北陸，東北西部と
北海道西部地域で，年間nss　一　SO42一沈着量は北陸，東
北西部と九州地域で，NO，一沈着量は関東東南東部や
北陸地域で，それぞれ多い傾向が見られた。
　4）NO，一／nss－SO42”当量濃度比から見ると，全国的
に降水の酸性化への寄与はNO，　よりSO42’の方が大
きいが，関東周辺ではNO，一の寄与も大きい。
　5）北海道，福島，奈良，宮崎，高知などの大気清浄
地域での沈着量と濃度は全測定地点平均値よりもかな
り低い値を示した。
　6）都市域とその他の地域に分類して比較すると，都
市域の方がNH、＋，　Ca2＋，　NO、一とSO42一沈着量が多い。
これは人為的活動に由来すると考えられる。
　7）冬季の日本海側地域では海水成分やnss－SO42一
沈着量が多く，pHもやや低かった。
　8）雲仙普賢岳周辺ではCl一やnss－SO42一沈着量が
多く，pHも低く火山活動の影響が顕著に見られた。
　9）8月の九州，中国，四国地域では台風の影響に伴
うNa＋沈着量の増加が見られた。
　10）NO、　沈着量は，春～夏季に関東など東日本内陸
と太平洋側地域で多く，秋～冬季には日本海側で多
かった。SO42一沈着量は春～夏季には九州北部で多く，
秋～冬季には日本海側で多かった。
　11）統計学的解析から，沈着量を総合的に見た指標
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値は冬季に大きく春季に小さいが，人為発生源寄与の
割合は春季に多く，秋季～冬季に少ない傾向にある。
3．進行中の第2次調査の内容
　3．1　第2次調査の概要
　第1次調査の結果を踏まえ平成7年度から新たな2
っの調査を開始した。調査名は「降水過程を含む大気
中における酸性成分の動態に関する調査研究」と「乾
性沈着に関する調査研究」。以下に調査の概要を示す。
　3．2　降水過程を含む大気中における酸性成分の動
態に関する調査研究
　本誌本号に詳細に記載されているので省略する。
　3．3乾性沈着に関する調査研究
1）調査目的
　酸性，アルカリ性物質を用い，環境中のアルカリ性
と酸性物質の濃度を把握するとともに，環境に存在す
る物質を用い乾性沈着量を見積る基礎資料を得る。
2）調査項目
　大理石，トリエタノールアミンおよびリン酸含浸ろ
紙の暴露および浮遊粉じん濃度を調査する。
3）調査方法
［調査期間］平成7～9年度の3年間
［採取周期］大理石は3ヵ月ごと（8試料），6ヵ月ごと
（4試料），1年ごと（2試料）と2年ごと（1試料）と
し，酸性物質，アルカリ性物質と浮遊粉じんについて
は1ヵ月ごととする。
［調査地点］大気汚染情報，酸性雨情報および気象情報
が得られる地点とする。
［調査材料］大理石（ノーベル社，20mm×20mm×5
mm）およびトリエタノールアミン（酸性物質捕集），
リン酸（アルカリ性物質捕集）含浸ろ紙を装着した
メッシュ状の分子拡散装置（濁川理化社）とする。
［分析項目］
［暴露方法］
①大理石，酸性物質とアルカリ性物質試料は雨のかか
らない状態とする。大理石はプラスチック製クリップ
で挟んで釣り糸で釣り下げる。
②大理石は大気環境中にも暴露し，できれば南面45°
（手すりなどの上面にラック用のL型アングルを取付
け，2枚のポリカーボネートワッシャーで大理石の下
端を挟んでポリカーボネートねじで締めっける）
4．今後の調査研究の課題
　4・1　日本の酸性雨調査研究の方向性
　地球規模の環境破壊の典型的な例はフロンなどによ
る成層圏オゾン層の破壊，二酸化炭素など温室効果気
体による地球の温暖化，ならびに酸性雨現象と言われ
て久しい。この内，フロンの生産と使用に対する制御
の効果は上がりつつある。酸性雨は原因汚染物質の寿
命が短いため，大陸間程度の中距離輸送に基づく変質
過程に関連しており，すでに欧米ではその研究と行政
的対応の山は越えた感がある。したがって，現在の主
要な地球規模の環境問題は二酸化炭素排出の削減と回
収・処理技術に目が向けられがちである。
　しかし，東アジア地域に限定すれば，酸性雨問題の
出口はまだ見あたらない。近隣諸国の経済的発展に伴
い，原因物質の排出はなお増加することが予想される
とともに，各国での生態系破壊の実態は十分には把握
されていない。日本でも，各地で樹木の衰退や枯死が
報告されており，その原因解明は進んでいないし，建
造物や文化財への被害の指摘もされている。
　人口増加や食料枯渇の問題は絶えず警告されてきて
いるものの，大多数の人々は，いまだ，この地球から
無限の化石燃料の供給が受けられ，かっ汚染物の無秩
序な排出が許されていると考えているふしがある。エ
ネルギー問題に限定しても，石油資源の枯渇の後には
必ず石炭の利用が世界的に再度クローズアップされて
くると予想される。仮に，一時的に酸性雨に対して人
類がその対策に勝利することがあっても，必ず再度人
類の存亡を賭けた戦いが訪れるものと思われる。
　日本の酸性雨問題は降水に伴う大気からの沈着量の
概要が把握されたにすぎない。乾性沈着にいたっては
その概要把握の手法さえ見出されていない。日本の土
壌や水域の酸に対する耐性も把握されていない。そし
て，身近に起きている個々の樹木の衰退に酸性雨が関
与しているのかどうかさえ解明されていない。
　なおかっ，酸性雨研究に従事する多数の研究者が必
要である。酸性雨の行政的対策に従事する多数の行政
担当者が必要である。真の環境科学は現場を離れては
存在しない。その意味では地方自治体の研究者は，酸
性雨調査研究の先頭に立つべき使命を負っている。
　4・2　共同調査研究の積極的側面と消極的側面
　全公研の第1次調査は，豊富なデータにより日本の
酸性雨の現状把握のために多大の貢献をした。最大
155地点という数の威力はすばらしく，はじめて，日本．
全体の酸性雨の実態を明らかにしえたと言えよう。す
でに環境庁による酸性雨対策調査が実施されていたと
は言え，その隙間を埋めたのみならず，新たに質的に
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表2　クロスチェック結果の一例（濃度：mg／1）
項　目 pH　　　NO3－　　SO42『　　NH4＋
期待値一一一一一＿ 4．10　　　　4．67　　　　7．17　　　　1．36
公的機関
ﾏ動係数（％）一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　＿　＿
　一　　一　｝　一　一一　一一一　一　一一一　一一　一一一一＿＿＿　＿＿
S．15　　　　5．08　　　　5．78　　　　1．38
P．6　　　　　　7．8　　　　12．1　　　　　　5．1
全機関
ﾏ動係数（％）
一一一一一一一『一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿＿＿
S．12　　　　4．92　　　　7．16　　　　1．95
Q．9　　　　21．0　　　　56．4　　　448．9
異なった大成果を得た。酸性雨調査は形式的にも内容
的にもきわめて全公研的であり，かっ各自治体研究機
関の活動スタイルと規模に合致している。
　また，データの精度確保のため，環境庁の協力によ
り全国規模での同一標準試料を用いたクロスチェック
が実施された（表2）。全公研傘下の各機関の酸性雨担
当者は，この測定での有数の熟練者集団であり，多く
の国設酸性雨局の分析担当者である。これはクロス
チェック結果でのデータのバラツキ幅の小ささからも
裏付けられた。このようなクロスチェックと酸性雨標
準試料の供給体制は長期的かつ恒常的に保証されるべ
きであり，全公研調査の中での位置付けを明確にし
て，より一層の精度の向上を図るべきである。
　しかし改善すべき課題も多い。最大の課題は調査地
点の確保であり，研究所屋上を離れられなかったこと
である。研究予算と人員不足から，清浄地域での試料
採取が十分ではなかった。調査地点は必ずしも山間部
の清浄地域が要求されるわけではない。ただ，設定さ
れた調査地点がどのような目的で選定されたかの明確
化と，その選定目的に合致した代表的地点かの確認が
必要である。さらに，全国調査とは言うものの，基本
は各自治体の調査の寄せ集めになることである。お互
いの自治体間の協議により，空白地域を少なくし，か
っ過密地域の分散を図る努力が必要であった。
　次の問題は試料採取装置と採取期間の統一である。
装置はろ過式での統一で自動採取装置や自動測定機は
あまり活用できなかった。採取期間の統一も各機関の
独自調査との兼ね合いで不十分な面が残された。
　日本の酸性雨調査は全公研傘下の自治体研究者の手
で支えられている。主な研究成果の発表の場は大気環
境学会（旧大気汚染学会）であるが，その発表件数か
ら見れば，このことは歴然としている（表3）。この意
味からも私たちの責任は重いと言える。
　4・3取り組むべき具体的課題と調査体制
　この成果を踏まえての今後の課題は次の点である。
　これらのうちから，どの調査を優先すべきか，また
どれが実行可能かの検討に入る必要がある。また，本
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表3　大気環境学会での発表件数
回 場所 全発表 酸性雨 全公研＊
30 川崎 284 48 38
31 金沢 321 60 43
32 北九州 326 54 35
33 東京 300 77 38
34 千葉 373 108 56
35 盛岡 386 94 52
36 東京 353 85 37
37 堺 375 81 43
＊傘下の研究者が筆頭発表者のみ
個別課題で　　過去の調査の成果をもとに，地域別や
の統一調査　共通課題の調査を行う。日本海地域での
　　　　　越境汚染，寒冷地での酸性雪，山岳地域，
　　　　　酸性霧，文化財影響，各調査がある。
乾性沈着量　　三段ろ紙法またはデニューダー法での
把握調査　　統一的な濃度把握調査を行う。
自動測定機
での時系列
解析
　菜種梅雨，梅雨，秋森，降雪時期に自
動測定機で一斉調査を行い，同一原因に
よる降水について時系列的な解析を行う
森林枯損の　　各地で見られている森林衰退度を科学
現状把握　　的尺度で整理し，その現状を把握する。
森林地域の　　一定の基準で確立された手法での統一
総合的調査　調査を行う。林外雨，林内雨，樹幹流
　　　　　葉面沈着物，植生調査，土壌調査など。
酸性雨調査の基本的な姿勢としては支部調査の上に成
り立っものであることを認識し，支部活動の独自性を
考慮し，支部調査との有機的結合を図る必要がある。
　本調査は組織体制が強固でないと実施できない。と
くに解析体制の確立は重要である。膨大なデータの処
理は個々人が個別に行うのではなく，一堂に会して同
一場所で組織的に行う必要がある。このことを保証す
る財源の確保も重要である。また，酸性雨調査に係
わってきた研究者はもちろんのこと，従来酸性雨調査
に無関係であった全公研傘下の有能な研究者も，解析
活動に参加できるような組織的保証も必要である。
　最後に，本調査を支援していただいた環境庁と地方
自治体の行政担当者の方々にお礼申しあげます。ま
た，調査を担当された全公研の仲間の皆様には心から
敬意をはらいます。
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